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弾道ミサイル情報、津波警報、緊急地震速報など、対処に時間的余裕のない事態に関する情報を国

（内閣官房・気象庁から消防庁を経由）から送信し、市町村防災行政無線（同報系）等を自動起動す

ることにより、国から住民まで緊急情報を瞬時に伝達するシステム

全国瞬時警報システム（Jアラート）とは

Ｊアラートの概要

沖縄県内の携帯電話に配信された
緊急速報メール（平成28年2月7日）
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 Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化・多様化

• 各情報伝達手段は、情報の受け手の状況に応じた伝わりやすさ、伝達範囲（場所）、伝えることが
できる情報量、耐災害性など、様々な点で異なる特徴を有している。

• 各市町村において、すべての住民が何らかの形で情報を得ることができるよう、Ｊアラートによる自
動起動が可能な情報伝達手段の多重化・多様化を図る必要がある。

市町村数（Ｈ２８．５．１現在） 市町村数（Ｈ２８．５．１現在）

①Ｊアラートと連携する情報伝達手段の保有
状況（重複有）

②Ｊアラートと連携する情報伝達手段
の保有状況（手段数別）
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